
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































学 校 教 育 系 35人
　　教　　育　　学
　　学 校 心 理 学
　　幼　児　教　育
障害児教育系 10人














総 合 教 育 課 程 40人
　情 報 教 育 コ ー ス 20人
　環 境 教 育 コ ー ス 10人
　生涯スポーツコース 10人
ス 　 リ 　 ム 　 化 △50人






















養 　 成 　 課 　 程 中学校教員 
 
























































教 養 原 論  
総 合 科 目  
外 国 語 科 目  
保 健 体 育 科 目  
情 報 処 理 科 目  
言 語 表 現 科 目  
小 計  
専 攻 科 目  
基 本 科 目  
計 
 
別 表 目 （イ） 
に よ る 
 
教 科 教 育 法 
道 徳 教 育 
特 別 活 動 
生 徒 指 導 ・ 
教 育 相 談 ・ 
進 路 指 導 
 




特 殊 教 育 
（別表Ⅳによる） 



















































































































教 養 原 論  
総 合 科 目  
外 国 語 科 目  
保 健 体 育 科 目  
情 報 処 理 科 目  
言 語 表 現 科 目  
小 計  
専 攻 科 目  
（別表Ⅵによる）  
特 別 研 究  
小 計  
自 由 選 択  














教 育 臨 床  
人 権 教 育 論  
教 育 メ デ ィ ア 実 習  
環 境 教 育 概 論  












































































綜 合 科 目 
　 計 　 
外 国 語 科 目 
保 健 体 育 科 目 
情 報 処 理 科 目 
言 語 表 現 科 目 
小 計 













































































































































専 攻 科 目 
特 別 研 究 
小 計 
自 由 選 択 
合 計 
専 攻 科 目 
　 計 　 
　 
別 表 3 参 照 
 
教 科 教 育 法 
道 徳 教 育 
特 別 活 動 
生 徒 指 導 ・ 
教 育 相 談 ・ 
進 路 指 導 
 
教 育 実 習 
専 攻 科 目 
小学校および幼稚園の教員 
　 計 　 
授 業 
科目の区分 
系・専　攻 学 　 校 　 教 　 育 　 系  障 　 害 　 児 　 教 　 育 　 系  
障 　 害 　 児 　 教 　 育 　 専 　 攻  
人 文 科 学 系 
社 会 科 学 系 
自 然 科 学 系 
教 育 学 　 
学 校 心 理 学 
専 攻 　 　 　 
幼 児 教 育 社

























































































































綜 合 科 目 
　 計 　 
外 国 語 科 目 
保 健 体 育 科 目 
情 報 処 理 科 目 
言 語 表 現 科 目 
小 計 
学 部 共 通 科 目 
専 攻 科 目 
特 別 研 究 
小 計 
自 由 選 択 
合 計 
専 攻 科 目 
　 計 　 
　 
別 表 3 参 照 
 
教 科 教 育 法 
道 徳 教 育 
特 別 活 動 
生 徒 指 導 ・ 
教 育 相 談 ・ 
進 路 指 導 
 
教 育 実 習 
専 攻 科 目 
小学校および幼稚園の教員 
　 計 　 
人 文 科 学 系 
社 会 科 学 系 
自 然 科 学 系 
言語・社会系　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 国 語 教 育 、 社 会 科 教 育 専 攻 
自然・生活系　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 数 学 教 育 、理 科 教 育 、家 政 教 育 専 攻 
芸術・体育系　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 音 楽 教 育 、芸 術 教 育 、保 健 体 育 専 攻 
言 語・社 会 系 　 　 　 
　 英 語 教 育 専 攻 
 
自 然・生 活 系 　 　 　 













































































































































































教 養 原 論  
 
総 合 科 目  
計 
外 国 語 科 目  
保 健 体 育 科 目  
情 報 処 理 科 目  
言 語 表 現 科 目  
小 計  
学 部 共 通 科 目  
専 攻 科 目  
特 別 研 究  
小 計  
自 由 選 択  
合 計  
人 文 科 学 系  
社 会 科 学 系  


















情 報 教 育 コ ー ス  
環 境 教 育 コ ー ス  





















































３年次 10月 ２単位 附属または堀川小学校
４年次 ９月 ２単位 堀川または附属小学校
（2）副免許（中学校）
４年次 10月 １単位 協力校
◇　中学校教員養成課程
（1）主免許（中学校）
３年次 ９月 １単位 附属中学校
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４年次 10月 ２単位 附属中学校
（2）副免許（小学校）
４年次 10月 ２単位 協力校
◇　養護学校教員養成課程
（1）基本実習
３年次 10月 ２単位 堀川小学校
または　１単位 附属中学校
４年次 ９月 ２単位 附属養護学校
（2）養護学校実習
４年次 10月 ２単位 附属養護学校
◇　幼稚園教員養成課程
（1）主免許（幼稚園）
３年次 10月 ２単位 附属幼稚園　または協力幼
稚園
４年次 ９月 ２単位 協力幼稚園　または附属幼
稚園
（2）副免許（小学校）
４年次 10月 ２単位 協力校
この実施形態は、平成５年度からの「４年一貫教
育」の実施により変更されるに至った。それは、授
業日程の全学的統一の必要性から、教育学部におけ
る「教育実習」の実施期間を１週間ほど短縮される
ことになり、それに見合う実習期間の新たな設定が
なされたためである。
その導入期の平成５年度には、３年次と４年次の
実習期間が重なり、実習担当校の負担は大きなもの
であった。学生にとっては、２学年の共通実習期間
が生じ、経験交流ができるという利点もあったが、
４週連続による精神的・身体的な疲労を訴える者も
あるなど、教育効果の上では疑問も多かった。
さらに、これまでは３年次と４年次の２カ年にわ
たって教育実習が行われ、各必修単位が履修される
よう計画されていたが、社会情勢の変貌に伴って、
教員採用率が激減し、民間企業への就職等も困難な
時代が到来することが見込まれた。そのため、４年
次における教員採用試験への取り組みや就職活動
が、これまでになく重要視されるようになる。
学部としても、教育実習期間の再検討が必要とさ
れるに至り、４年一貫教育への移行に始まり、教員
採用試験への効果的対策などを視野に入れた、新た
な実施方式への転換が、平成７年度より取り入れら
れた。
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○　教育実習の改善についての基本的考え方。
（1）４年一貫教育の中に、実習全体を位置づけ、早
い学年から学校現場に触れさせ、学生の教職への関
心と意欲を高めるため、「観察参加」は２年次での
実施とする。
（2）「教育実習」は３年次と４年次に分けられてい
たが、３年次に集中させることで、早い学年より教
職への動機付けを高める。
（3）従来より実習期間が集中されて長期間になるた
め 、教員採用試験に対するより効果的な対応が期
待できる。
特に、これまで中学校教員養成課程にあっては、
教育実習１単位の履修で、また養護学校教員養成課
程では養護学校そのものの教育実習を経験せずに、
それぞれの採用試験に臨んでいた欠点の改善が期待
される。
（4）卒業要件とされる教育実習は、３年次で履修を
終えるが、４年次では、さらに２単位分の選択単位
を用意して、教員志望者には、教育実習をより豊富
に体験させることができる。
○　主な改善点
（1）主免の教育実習は３年次で履修させる。
小学校教員養成課程および中学校教員養成課程で
は、３年次で１単位または２単位、４年次で２単位
と別けて履修させていたが、３年次で３単位または
４単位を一度に履修させる。
（2）選択教育実習（主免用）を新設し、４年次に履
修させる。
（3）事前指導の一部として、２年次に観察参加を実
施する。
○　実施年度と教育実習対象年次
実施年度は平成７年度からとし、主免の教育実習
を３年次で履修させるという基本計画から、実施対
象年次を次のように定める。
（1）必修（主免、基礎免） ３年次
ただし、養護学校教員養成課程の精神遅滞児教育
実習、および幼稚園教員養成課程の主免実習のうち
の２単位は、それぞれ４年次に実施する。
（2）選択（主免） ４年次
選択（主免）実習を新設し、必修単位以上の実習
を希望する学生は、４年次に２単位履修できるよう
にする（精神遅滞児教育実習を除く）。
（3）選択（副免） ４年次
ただし、情報教育課程の教育実習、および幼稚園
教員養成課程の副免教育実習は、それぞれ３年次と
する。
○　教育実習時期および期間
時期 ９月から10月
期間 １単位当たり5.5日から7.5日
○　事前・事後指導
（1）事前指導
ア 実習直前に実施する。
イ 観察参加を事前指導の一部とする。観察参加
についても事前指導を行う。
ウ 観察参加は２年次に実施する。
（2）事後指導はレポート提出による。
この平成７年度から実施された教育実習の方式に
おいても、平成５年度と同様に、従来の方式による
実習生と新制度による学生の実習とが重複し、関係
する諸学校では負担増を余儀なくされたが、関係各
位の努力と協力により事無きを得た。
このような経緯と変遷とを経て、現行の教育実習
体制に移行したのであるが、さらに平成12年度より、
また新しい免許制度の導入が予定されている。すな
わち、平成９（1997）年７月28日の「教育職員養成
審議会第一次答申」において、小学校教員、中学校
教員、養護学校教員、幼稚園教員のいずれにあって
も、「教育実習５単位」が課せられるよう報告され
ており、本学部でもそれに伴うさらなる改訂が必要
とされることになろう。
近年の少子化の影響により、教員採用数は全国的
に激減している。富山県でもその様相は明らかであ
り、平成３年度までの教員の新規採用者数は400人
前後を数えたものが、平成４（1992）年では300人
を下回り、さらに平成５年度以降は120～140人台に
転じ、平成８年度には104人にまで減少した。
これに伴い、本学部卒業生の採用者数も極端に減
少した。昭和56（1981）年３月から昭和60（1985）
年３月までの卒業生では、正規採用107～135人、期
限付き採用35～64人であり、卒業生全体における教
５　教員採用数の推移
教育学部
員採用者の比率（教員就職率）は、多い年度には
67％に達していた。平成３（1991）年３月の卒業生
でも、なお正規採用75人、期限付き採用566人であ
り、教員就職率は54.1％であった。
それが平成４（1992）年３月の卒業生では、正規
採用60人、期限付き採用50人と減少し、平成５
（1993）年３月～平成７（1995）年３月の卒業生では、
正規採用18～32人、期限付き採用49～58人、教員就
職率では37.3％となり、さらに平成８年度の卒業生
では、正規採用16人、期限付き採用35人、教員就職
率20％にまで落ち込む事態に至った。（図２参照）。
本学部では、この事態への新しい対応として、以
下の方策に取り組んできた。
平成４（1992）年12月の「学部拡大職業補導委員
会」では、以下の取り組みを確認した。なお、職業
補導委員会は、平成６年度以降、「就職指導委員会」
と改称した。
◇　減少対策の方向
（1）教科・課程ごとに教官が学生の教員採用試験に
対する積極的・自覚的な取り組みを促す。
（2）職業補導委員会は、学生の教員採用率を高める
ための具体的な指導、援助の方策（模擬試験や面接
への対策、服装やことば遣いなども含む）を検討する。
６　教員採用試験への対応
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（3）入試方法検討委員会は、教員を志望する優秀な
学生を獲得できるよう、入試制度の改革（推薦入学
者の枠の拡大、「分離・分割」入試方法など）など
の、多様な方法の導入を検討する。
（4）将来計画委員会等は、独自性を有する魅力的な
教育課程の編成を検討する。
（5）教育内容の充実による優秀な教員の育成を目指
し、平成６年度の大学院開設を実現すべく、教官の
研究業績の積み重ねを強く要請する。
◇　具体的活動
これらの目的の達成のために、次のような活動が
展開された。
（1）３年次対象の教員就職のためのガイダンス（一
般企業向けは別立て）を実施した。さらに、その開
催時期も早めた。
（2）教員就職対策ガイドブック『君の明日のために
（教員採用試験受験の手引き）』（Ａ４判66頁）を作
成し、２・３年次生に配布した。
（3）教員採用試験模擬試験の紹介・仲介、実施など
に努めることとした。
（4）教員養成セミナー（教員採用試験にむけての学
力の向上と面接試験への準備的指導）を開催した。
（5）個人および集団面接、小論文指導等、指導教官
を中心とする指導を実施することとした。
（6）教科・課程ごとに、教員採用試験の受験者数を
増やすとともに、他府県の教員採用試験にも出願す
るように指導することとした。
また、採用試験に関わる情報収集として、参考
書・問題集、企業紹介関係図書などの購入、他大学
の就職指導の状況の調査・研究等、を行った。
さらに、毎年、教育学部卒業生（「富山教育学窓
会」）主催の「教育懇話会」（本学部出身教師による、
採用試験の取り組みと教育現場の体験談と交流、を
内容としたもの）を共催してきた。
教員採用者数の減少に対する対応は、学部改革の
中核的要因をなすものであり、学部組織と研究・教育
体制のありかたもそれとの関係で見直された。この
課題には、学部を挙げての対応が必要とされている。
最も新しくは、全国の教育学部における教員養成
課程の入学定員を、平成10年度から12年度の３年間
にわたり、総計5,000人削減する計画が、平成９年
度に示された。これは、既述のごとき教員採用数の
第Ⅱ部　部局編
図２　教育学部卒業生のうち教員就職者率の変遷 
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激減に伴う政府・文部省の方針であり、本学部もそ
の対応を余儀なくされている。そうした事情もあっ
て、学生の教員採用試験に対する取り組みの指導と
援助とは、学部の重い課題となっている。
教育学部
家庭科教育は、第二次世界大戦の終結後の教育改
革（昭和22年）によって、学校組織の中で行われる
ようになった教科教育の一つである。それは家庭を
中心とする人間の生活に関する知識、理解、技能な
どの学習を通して、人間形成と社会の発展に貢献す
るための教育をいう。従って、教科として一定の対
象と意図をもち、それに相応しい指導内容の系列を
有している。現在では、小・中学校、高等学校にお
ける一般普通教育として、また高校においては職業
教育としても行われている。それは、平成元年の学
習指導要領の改訂によって、初めて小・中学校、高
等学校を通して、男女が共に学ぶ共通的教科になっ
たのであった。
上記のように、家庭科という教科名は昭和22年以
降のものである。しかしその母体は、明治５年の学
制頒布によって尋常小学校で行われた「養生法」と
「手芸」とが推移して、明治12年の教育令以降に生じ
た「裁縫」「家事」の二つの教科に存する。家庭科の
母体は、いわば「イエ制度」の中で発展したもので
あり、その放棄の後に新しい家庭科が誕生したとい
うことができる。そこには、当時の連合軍総司令部
の民間情報教育局（ＣＩＥ）の指導理念も加わって
いた。この時点での家庭科の理念は、「以前の裁縫科
と家事科の単なる寄せ集めではない」「家庭科の授業
対象は女性のみではない」「内容は技術、技能のみで
はない」という、三否定から始めようとするもので
あった。しかし、家庭科の男女共学は小学校で行わ
れたに止まり、それが中学・高校まで一貫するもの
とされたのは、前述のように平成の年号になってか
らであった。まさに発足後40年以上の歳月を要した
のである。
この間、昭和20年代の中頃には家庭科廃止論も浮
上し、家庭科教育関係者はその重要性を強く主張し
て、ＣＩＥが“practical arts”としてその存続を認め
たことは、家庭科教育史に残る一つの重大な出来事
であった。
昭和30年代以降の高度経済成長は、職業人として
の女性を必要とする社会機構の変貌を招来し、食品
や洗剤公害などの消費生活における諸問題や、高齢
化と情報化社会の進展、家族形態の変化などは、人
間生活の最小単位である家族の解体、家庭の崩壊な
どの現象を生み、幼児・児童・生徒等を不安な環境
に陥れるようになった。折しも、家庭科教育学会は
昭和33年に発足し、変動する社会現象を踏まえ、家
庭科教育の独自性とその必要性や、全般にわたる理
論と実践研究を推進しつつ今日に至っている。
近代学校教育の出発点であった学制頒布、戦後の
教育改革、そして平成元年の学習指導要領の改訂、
の三改革は、日本の家庭科教育における三度の国際
化であったとも言えるだろう。特に平成元年の改訂
は、小・中・高校を通して男女が共に学習する教科
とした点で特筆されるが、そこには、昭和60年の女
子差別撤廃条約の批准に至らしめた、世界的思想の
動向があった。教育における男女の平等、とりわけ
それが家庭科教育に関連するとき、日本の考え方は
諸外国に比べて、例えばドイツより約20年遅れた。
ここに、履修形態だけはようやく初期の目的を達し
た感があるけれど、今後は内容的にも相応しいもの
としていかねばならない。
優れた家庭科教員の養成を願い、家庭科教室は平
成６年度より大学院教育学研究科修士課程家政教育
専攻を、多くの障害を克服して設置することができ
た。平成10年の現在に至るまで、毎年ほぼ４名の大
学院生を受け入れ修了させている。特に、教員とし
て勤めている人の再教育は、指導する大学のスタッ
フにも有意義なものとなっている。
日本の教員養成大学・学部約50校のうち、家政教
育の修士課程を有する大学は、平成６年の時点で既
に半数以上であった。本学部の家庭科教室は早い方
であったとは言い難いが、質の高い研究と教育が今
後も継続されることを願っている。
（1998.9記）
家庭科教育の変遷
平成10年３月退官
中 川　　 眸
（家政教育・家庭科教育、食物学）
